
入  札  公  告 

 

次のとおり一般競争入札に付します。 

 

 

  令和６年８月８日 

 

                         公益社団法人 

                      全国シルバー人材センター事業協会 

                         事務局長  吉野 彰一 

 

１ 調達内容 

（１） 件名及び数量    事務用パソコン更新リース及び環境構築・保守業務の調達 

（２） 特質等       入札説明書及び仕様書による  

（３） 納期        入札説明書及び仕様書による 

（４） 納入場所      東京都江東区東陽３－２３－２２ 東陽プラザビル３階 

              公益社団法人全国シルバー人材センター事業協会 

 

２ 競争参加資格 

 次の項目に全て該当すること。 

（１）予算決算及び会計令（以下「予決令」という。）第７０条の規定に該当しない者であるこ

と。 

なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得てい

る者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。 

（２）予決令第７１条の規定に該当しない者であること。 

（３）令和６年８月２９日（入札執行・開札日）現在において、令和０６年度、０７年度、０

８年度各省各庁における競争参加資格（全省庁統一資格）の「物品の販売」（電気・通信

用機器類、電子計算機類、事務用機器類）及び「役務の提供等」（情報処理、ソフトウェ

ア開発、その他）において「Ａ」又は「Ｂ」等級に格付けされ、関東･甲信越地域の競争参

加資格を有するものであること。 

（４）環境構築及び保守業務の実施体制を公益社団法人全国シルバー人材センター事業協会事

務局長が定める資格を有する者で構築できること。なお、本業務を再委託する場合におい

ては、再委託先を含めて充足できれば良いこととする。 

イ ISO 9001認証取得事業者であること。 

ロ ISO/IEC27001（情報セキュリティ）取得事業者であること。 

ハ 情報処理技術者試験の内、以下の何れかの資格を有する者をリーダーとすること。 

  ・ネットワークスペシャリスト試験 



  ・情報セキュリティマネジメント試験 

ニ 作業員は、情報処理技術者試験の「基本情報技術者試験」資格以上を有すること。 

ホ プライバシーマーク取得事業者であること。 

 

３ 入札書の提出場所等 

（１）入札書の提出場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

〒135-0016 東京都江東区東陽３－２３－２２ 東陽プラザビル３階 

公益社団法人全国シルバー人材センター事業協会 企画管理部 

電話 （代表）０３－５６６５－８０１１ （直通）０３－５６６５－８０１７ 

ＦＡＸ ０３－５６６５－８０２１ 

メールアドレス （代表）zsk@sjc.ne.jp  （直通）z-kume@sjc.ne.jp 

（２）入札説明書等の交付方法 

本公告の日から、令和６年８月１９日（月）１６：００まで、電子メール（zsk@sjc.n

e.jp及び z-kume@sjc.ne.jp）に、会社名、担当者名及び電話番号を記入のうえ送信する

こと。なお、電子メールの件名に「事務用パソコン更新リースに係る入札説明書等の交付

依頼」とすること。８月９日（金）より順次、受領メールの返信にて送付します。 

（３）入札書の受領期限  

令和６年８月２７日（火） １６：００必着（書留郵便または持参） 

 

４ 開札の日時及び場所   

令和６年８月２９日（木） １３：３０ 

  東京都江東区東陽３－２３－２２ 東陽プラザビル３階 

   公益社団法人全国シルバー人材センター事業協会 会議室 

 

５ 入札保証金及び契約保証金 

  全額免除 

 

６ 入札の無効 

  本公告に示した競争参加資格のない者の行った入札、入札説明書に示した入札に関する条

件に違反した入札は無効とする。 

 従って、入札説明書等の交付依頼を行わなかった者からの入札は受け付けない。 

 

７ 契約書の作成 

  契約締結に当たっては、契約書を作成する。 

 



８ 契約者の決定方法 

（１）公益社団法人全国シルバー人材センター事業協会会計処理規程第３５条の規定に基づい

て作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札

者とする。 

（２）落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 10パーセントに相当する

額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた

金額とする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税

事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の 110分の 100に

相当する金額を入札書に記載すること。 

 

９ その他 

  詳細は入札説明書による。 


